（別紙）
一般職国家公務員の給与減額支給措置要綱（案)

Ⅰ　俸給月額、俸給の特別調整額、期末手当及び勤勉手当の支給減額率
１　俸給月額
①　本省課室長相当職員以上（指定職、行(一)10～７級）　　　　▲10％
②　本省課長補佐・係長相当職員（行(一)６～３級）　　　　　　▲８％
③　係員（行(一)２、１級）　　　　　　　　　　　　　　　　　▲５％
　その他の俸給表適用職員については、行(一)に準じた支給減額率
※１　平成17年給与法改正法附則第11条の規定による俸給（給与構造改革に伴う経過措置額）についても、俸給月額と同率で減額
※２　55歳超職員の給与減額支給措置（▲1.5％）適用後の俸給月額等についても、同率で減額
２　俸給の特別調整額（管理職手当）　　　　　　　　　　　　一律▲10％
３　期末手当及び勤勉手当　　　　　　　　　　　　　　　　一律▲10％
４　委員、顧問、参与等の日当　　　　　　　　　　　　　　　一律▲10％
Ⅱ　俸給月額に連動する手当等の減額支給
１　地域手当等の俸給月額に連動する手当（期末手当及び勤勉手当を除く)の月額は、減額後の俸給月額等の月額により算出
２　超過勤務手当等の算出基礎となる勤務１時間当たりの給与額や休職者の給与は、減額後の俸給月額等の月額により算出
※　扶養手当、住居手当等の俸給月額に連動しない手当については、減額の対象外
Ⅲ　給与減額支給措置期間の終期
　　平成26年３月31日
